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佐渡市母子生活支援施設ほおずき荘 指定管理業務特記仕様書 

（目的） 

第 1 条 この佐渡市母子生活支援施設ほおずき荘指定管理業務特記仕様書（以下「特記仕

様書」という。）は、佐渡市母子生活支援施設ほおずき荘（以下「施設」という。）の指

定管理者が行う業務及び履行方法等について、佐渡市母子生活支援施設条例（以下「条

例」という。）、佐渡市母子生活支援施設設置条例施行規則（以下「規則」という。）及び

佐渡市指定管理業務標準仕様書（以下「標準仕様書」という。）のほか、必要な事項につ

いて定める。 

（優先順位） 

第２条 施設に係る基本協定書及び年度協定書に記載された事項は、この特記仕様書に優

先するものとする。 

（指定管理者の指定の意義） 

第３条 佐渡市が施設の管理に関して指定管理者の指定を行うことの意義は、施設を管理

運営し、指定管理者が有する技術及び能力等をもって、入所者の自立促進のために生活

を援助し、あわせて退所者について相談その他の援助を行うことを目的にする。 

（指定期間） 

第４条 指定期間は、令和９年４月１日から令和 12年３月 31日とする。 

（指定管理料） 

第５条 佐渡市が前条で定める指定管理期間に、指定管理者に支払う総額は 

９０，３２０千円の範囲内とし、詳細については別途協定書で定めるものとする。  

（法令等の遵守） 

第６条 指定管理者は次に定める法令等を遵守しなければならない。  

(1) 児童福祉法 

(2) 児童福祉施設の設備及び運営に関する基準 

(3) 佐渡市母子生活支援施設条例及び同施行規則 

(4) 佐渡市公の施設に係る指定管理者の指定の手続等に関する条例及び同施行規則 

(5) 佐渡市個人情報保護条例及び同施行規則 

(6) 佐渡市情報公開条例及び同施行規則 

(7) 地方自治法、消防法及び個人情報保護法 

(8) 労働基準法等 

(9) その他管理運営に適用される法令 

（管理物件） 

第７条 管理業務の対象となる物件（以下「管理物件」という。）は、管理施設と管理物品  

 に区分し、管理施設の内容は別表１のとおりとする。 

（業務の範囲） 

第８条 条例第 12条に規定する業務は、標準仕様書で定める業務のほか、別表２のとおり

とする。 
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（リスク分担） 

第 9 条 業務に関するリスク分担については、別に定めるもののほか、別表３のとおりと

する。 

２ 前項に定める事項で疑義がある場合又は前項に定める以外の不測のリスクが生じた場 

合は、佐渡市と指定管理者で協議の上、リスク分担を決定する。 

（備品等の貸与等） 

第 10条 佐渡市は、第８条で定める業務を行なうために必要な管理物品のうち別表 4に定

める備品等Ⅰ種を、無償で指定管理者に貸与する。 

２ 指定管理者は、指定期間中、備品等Ⅰ種を常に良好な状態に保つものとする。 

３ 備品等Ⅰ種が業務実施の用に供することができなくなった場合、佐渡市は、指定管理

者との協議により、必要に応じて自己の費用で購入又は調達するものとする。ただし、

１件につき３万円（消費税及び地方消費税を含む。）未満のものについては、指定管理者

が自己の費用と責任において調達するものとする。 

４ 指定管理者は、故意又は過失により備品等Ⅰ種を毀損又は滅失したときは、佐渡市と

の協議により、必要に応じて修理、補修又は佐渡市に対し自己の費用で当該物と同等の

機能及び価値を有するものを購入又は調達しなければならない。 

（備品等の購入等） 

第 11条 指定管理者は、管理物品のうち別表 5に定める備品等Ⅱ種を、自己の費用により

購入又は調達し、本業務実施のために供するものとする。 

２ 備品等Ⅱ種が業務実施の用に供することができなくなった場合、指定管理者は、自己

の費用で当該備品等を購入又は調達するものとする。 

３ 管理運営において、備品等Ⅰ種及びⅡ種に記載の無い管理物品が必要となった場合、

佐渡市は、指定管理者との協議により、必要に応じて自己の費用で購入又は調達するも

のとする。ただし、１件につき３万円（消費税及び地方消費税を含む。）未満のものにつ

いては、指定管理者が自己の費用と責任において調達するものとする。 

（管理物件の現状変更） 

第 12条 指定管理者は、施設を改造等により現状を変更（施設の修繕及びその他軽微な変

更を除く。）及び敷地に建物その他の工作物を建設しようとする場合には、事前に改造等

の計画を書面によって市に申請し、その承認を受けなければならない。 

（管理物件の修繕等） 

第 13条 管理施設の改造、増築、移設については、前条によるものを除き佐渡市が自己の

費用と責任において実施するものとする。 

２ 管理物件の修繕については、１件につき２０万円（消費税及び地方消費税を含む。）以

上のものについては佐渡市が自己の費用と責任において実施するものとし、１件につき

２０万円（消費税及び地方消費税を含む。）未満のものについては指定管理者が自己の費

用と責任において実施するものとする。ただし、市が加入する別表２の建物災害共済保

険の適用となる場合、指定管理者は市が全額を負担した後で別に定められた負担区分に

基づく額を市に納付するものとする。 

（業務等の引継ぎ） 

第 14条 指定管理者は次の各号に定める業務等を現在の管理者から引継ぐものとする。 
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(1) 令和９年３月 31日以前に佐渡市が許可した施設の利用及び実施が決定している事業 

(2) 前号に掲げるもののほか、別表 6に定める契約 

（その他） 

第 15条 本仕様書に規定するもののほか、指定管理者の業務内容及び処理について疑義が

生じた場合は、市と誠意を持って協議し決定する。 
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別表１ 管理施設（第７条関係） 

 

施 設 の 名 称 佐渡市母子生活支援施設ほおずき荘 

施 設 の 所 在 地 佐渡市（非公表） 

施 設

概 要 

建 築 構 造 木造 ２階建 

敷 地 面 積 ９４６㎡ 

建 築 面 積 ３７７．６１㎡ 

建 築 延 面 積 ６１６．１０㎡ 

開 館 日 平成 20年４月１日 

施 設 構 成 

居室     ４４．３１㎡（７室、うち一時保護室１室） 

学習室    １４．９１㎡ 

事務室    ２４．８４㎡ 

静養室    １９．８７㎡ 

多目的ホール ３９．７５㎡  

参考資料１「施設図面」参照 

設 備 
電気・機械設備 １．０式 

その他詳細な設備の状況については閲覧対応とします。 

利 用 者 実 績 

令和５年度 ３世帯（母３人、子３人） 

令和６年度 ４世帯（母４人、子６人） 

令和７年度 ３世帯（母３人、子４人） 

使 用 料 実 績 

令和５年度 ― 

令和６年度 ― 

令和７年度 ― 

契 約 状 況 別表４参照 

収 支 実 績 

令和５年度 △２２，３３２千円 

令和６年度 △２８，８２５千円 

令和７年度 △２２，６６１千円 

改築・修繕履歴 平成 20年 改築 

付 帯 施 設 等  

そ の 他  
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参考資料１ 施設図面（外構平面図） 

 
参 考 
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考資料１ 施設図面（１階平面図） 

 

参 考 
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参考資料１ 施設図面（２階平面図） 

 
参 考 
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考資料１ 施設図面（立面図） 

 

 

参 考 



別表２ 業務の範囲（第８条関係） 
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市が行う業務等 指定管理者が行う業務等 

（施設運営業務） 

１ 施設入所等に関する業務 

(1) 佐渡市母子生活支援施設における母子保護の実施に関する規則（平

成 16年規則第 63号。）の規定に基づく業務を行うこと 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（施設運営業務） 

１ 施設の運営に関する業務 

(1) 入所者の保護及び自立促進のための支援等に関する業務 

① 入退所に関する業務 

ア 入所前面談、入所についての連絡調整、入所受入れに伴って

必要になる業務 

イ 退所届の預かり及び市担当者への送付 

ウ 退所前の個別支援会議の開催 

エ 退所について関係機関との協議結果の市担当者への報告 

オ 退所後の居室の原状回復及び光熱水費等の清算確認 

② 入所者への支援に関する業務 

ア 入所者の生活、養育、就労の自立に向けた、助言・支援を行

うこと。  

イ 定期的に面談を実施し、入所者の現状について把握すること。 

ウ 自立支援計画の作成及び振り返りを行うこと。 

エ 入所者への支援の記録を整備すること。 

オ 入所者の安全管理・衛生管理を行うこと。 

カ 必要に応じて、関係機関と連携を図ること。 

キ 必要に応じて、補助保育を行うこと。 

ク 各種行事の計画・実施を行うこと。  

③ 入所者（児童）の健全育成に関する業務 



別表２ 業務の範囲（第８条関係） 
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市が行う業務等 指定管理者が行う業務等 

 

 

 

 

 

(2) 新潟県困難な問題を抱える女性及び配偶者暴力被害者一時保護委

託事業に関する契約及び請求に関する業務を行うこと。 

 

 

 

 

 

 

 

ア 入所者（児童）の生活、学習等の相談に応じ、助言・支援を

行うこと。 

イ 学校関係機関との連絡調整に関する業務を行うこと。 

④ 退所者への支援に関する業務 

ア 退所後の母と子に対し相談及び支援を行うこと。 

⑤ その他 

ア 前号に掲げるもののほか、施設の管理運営上、教育委員会が

必要と認める業務 

(2) 新潟県困難な問題を抱える女性及び配偶者暴力被害者一時保護委

託事業に関する業務 

① 佐渡市が新潟県女性相談支援センターから委託を受けた「新潟

県困難な問題を抱える女性及び配偶者暴力被害者等一時保護委託

事業実施要綱」に定める業務を行うこと。 

② 入所者の状況及び支援等に関する記録を行うこと。 

③ 一時保護実績報告書及び自立支援援助事業実績報告書を市に提

出すること。 

 

２ 施設の管理に関する業務 

(1) 保守・維持管理業務 

〇 建物・建築設備（給排水設備・電気設備・ガス設備・消防設備・

空調関係設備・衛生設備）に関しては、日常点検・定期点検を行



別表２ 業務の範囲（第８条関係） 
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市が行う業務等 指定管理者が行う業務等 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

うこと。 

〇 物品に関しては、適切な保守管理を行うこと。 

〇 保安警備業務に関しては、入所者の安全を第一に考え、機械警備

及び人的警備を併用して行うこと。 

〇 夜間の宿直を必ず置くこととし、当該宿直業務に関しては再委託

することを妨げない。 

〇 環境衛生面において、日常点検・定期点検を行い、施設内外の美

化に努めること。 

〇 清掃については、施設の衛生環境を保つため、床、壁、扉、ガラ

ス、照明器具、衛生設備等の日常的な清掃を行うこと。 

〇 敷地内の樹木の剪定や除草に関しては、適正な管理を行うこと。 

〇 敷地内の遊具に関しては、適正な管理を行うこと。 

〇 敷地内の除雪に関しては、適正な管理を行うこと。  

〇 建築物等に不具合を発見した場合は、速やかに市に報告するこ

と。 

(2) 防災・安全管理に関する業務 

〇 予見される危機に備え、危機管理マニュアルや緊急連絡網を整備

し、避難誘導・情報連絡・緊急活動等での役割分担・体制を明確

にしておくこと。 

〇 消防・防災計画を策定するとともに、避難訓練を定期的に行うこ

と。 



別表２ 業務の範囲（第８条関係） 
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市が行う業務等 指定管理者が行う業務等 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(3) 安全計画の策定 

〇 入所者の安全の確保を図るため、施設内の設備の安全点検の実施

のほか職員や児童に対し施設内での養育時・施設内での活動・取

り組みにおいても安全を確保するために行う指導、職員への研修

や訓練等に関することを計画的に行うこと。 

〇 策定した安全計画は職員に対し周知するとともに、研修や訓練を

定期的に実施すること。 

〇 定期的に安全計画の見直しを行うとともに、必要に応じて安全計

画の変更を行うこと。 

(4) 業務継続計画の策定 

〇 感染症や非常災害の発生時に、入所者に対する支援を継続的に実

施するため、及び非常時において早期の業務再開を図るための計

画を策定し、当該計画に従い必要な措置を講じるように努めるこ

と。 

 

３ その他の業務 

(1) 自己評価等の実施 

① 第三者評価の受審 

〇三年に一度、外部からの第三者評価を受審すること。 

②自己評価の実施 

〇業務仕様書に定められた業務について、自ら分析・評価を行う。 



別表２ 業務の範囲（第８条関係） 
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市が行う業務等 指定管理者が行う業務等 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（経営管理業務） 

１ モニタリング 

(1) 必要に応じて現場確認を行うこと。 

(2) 定められた報告を求めること。 

２ 連絡調整 

(1) 運営協議会等を開催し、指定管理者と情報交換を行うこと。 

 

 

 

〇自己評価の結果について施設として分析し、管理運営の見直しや

業務の改善を行うこと。また、分析結果については記録として残

すこと。 

〇分析や見直し改善の結果については年報にて、市に報告するこ

と。 

 

(2) 運営規程の作成 

〇施設の運営や事故防止等に関する事項を規定する運営規程（マ 

ニュアル等）を作成すること。 

〇必要に応じて、見直しを行うこと。 

 

（経営管理業務） 

１ モニタリング 

(1) 市民及び利用者ニーズの把握に係る有効な調査を行うこと。 

 

２ 文書管理 

(1) 管理運営について業務日誌を作成し、市が求めた場合はこれを提示 

すること。 

(2) 業務に係る文書を適正に管理すること。 

(3) 指定期間の満了等に伴ない管理業務を終了するときは、管理に係る



別表２ 業務の範囲（第８条関係） 
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市が行う業務等 指定管理者が行う業務等 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

文書を市又は市が指定する団体等に引継ぐこと。 

３ 事業計画・報告 

(1) 定められた時期に、事業計画書と事業報告書を作成し提出するこ

と。 

４ 連絡調整 

(1) 市が実施する運営協議会等に出席し、業務の状況報告や情報交換を

行うこと。 

５ 職員の管理  

(1) 業務を効果的かつ効率的に行なうために、以下のとおり必要な人員

配置及び勤務形態をとること。また、職員については雇用形態に応じ

福利厚生（社会保険加入、雇用保険加入、有給休暇など）を徹底する

こと。 

① 職員の配置 

児童福祉施設の設備及び運営に関する基準に規定する資格を有す

る職員を配置すること。 

② 勤務体制 

    入所者の支援等を実施することができる勤務体制とすること。な

お、必要に応じて時差勤務を行うこと。 

(2) 施設の管理責任者（施設長）を置き、市に報告すること。また、 

変更があった場合は、市に報告すること。 

(3） 施設長は児童福祉施設の設備及び運営に関する基準（設備運営基 



別表２ 業務の範囲（第８条関係） 
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市が行う業務等 指定管理者が行う業務等 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（その他業務） 

 損害賠償の対応 

ただし、平成 29年７月 14日までの罹災については従前の例による。 

準）」の規定により「こども家庭庁の指定した者が行う研修」を少な

くとも 2年に一度受講しなければならず、受講した際には市に報告す

るものとする。 

(4) 職員の資質の向上を図るため、研修を実施するとともに施設の管理 

運営に必要な知識及び技術の習得に努めること。 

６ 会計等 

(1) 指定管理者が負担することとなる経費は、その契約に応じて遅滞な 

く支払うこと。 

(2) 収入及び支出の状況について、帳簿を作成すること。 

(3) 管理業務に係る経費の出納は、団体自身の口座とは別の口座で管 

理すること。 

７ 経費の節減 

(1) 電気、水道、ガス等の使用状況を把握するとともに、環境に配慮 

した運転により、光熱水費の削減に努めること。 

８ 契約の変更 

(1) 電気、水道、電話等の使用名義を市から指定管理者に変更するこ 

と。 

（その他業務） 

１ 損害賠償の対応 

(1) 市が加入している保険と同等の補償が受けられる施設賠償保険及 
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市が行う業務等 指定管理者が行う業務等 

⑴ 公益社団法人 全国市有物件災害共済会 

保険内容 金額区分 負担者・負担割合 

１ 火災、落雷、爆発 

（免責無し） 

 

２ 物体の落下、車両の

衝突、騒じょう、破壊行

為、雪災、土砂崩れ（免

責５万円未満） 

20 万円未満 保険 100％ 

ただし、保険適応外（免責含

む。）の場合、指定管理者の負

担とする。 

20 万円以上共

済責任額まで 

保険 100％ 

ただし、保険適応外の場合、

市の負担とする。 

風・水災（免責５万円未

満） 

20 万円未満 指定管理者 50%  保険 50％ 

ただし、保険適応外（免責含

む。）の場合、指定管理者の負

担とする。 

20 万円以上共

済責任額まで 

市 50％ 保険 50％ 

ただし、保険適応外の場合、

市の負担とする。 

地震（免責 10 万円未満。

ただし、罹災した加入物

件が複数あり、損害額の

合計が 10 万円以上であ

20 万円未満 指定管理者 85％ 保険 15％ 

ただし、保険適応外（免責含

む。）の場合、指定管理者の負

担とする。 

 び第三者賠償保険に加入し、その保険料を負担すること。 

２ 各種届出 

(1) 業務に必要な、消防署、保健所等への届など、各種手続きを行うこ 

と。 
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市が行う業務等 指定管理者が行う業務等 

れば、１件あたりの損害

額が 10 万円未満でも保

険の対象となる。） 

20 万円以上共

済責任額まで 

市 85％ 保険 15％  

ただし、保険適応外の場合、

市の負担とする。 

 

(2) 全国町村会総合賠償補償保険 

保険内容 身心 財物 

賠償責任保険 

(施設の瑕疵

に起因する事

故 の 補 償 ) 

1 億 5 千万円／人 

15 億円／事故 
２千万円／事故 

 

保険内容 死亡 後遺障害 入院 通院 

補 償 保 険 

（市が行う業

務に起因する

事故の補償） 

500 万円 
15～ 500 万

円 
1～15 万円 1～6 万円 
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別表３ リスク分担（第９条関係） 

 

種類 リスク内容 
負担者 

市 指定管理者 

管 理 運 営 費 

急激な物価変動による管理運営費の変

更（管理運営に影響を及ぼす場合に限

る） 

○  

関係法令の変更に起因する費用（管理運

営に影響を及ぼす場合に限る） 
○  

自然災害の対応費用（リスク回避が不可

能な場合） 
○  

政策方針の転換による仕様等の変更に

起因する費用（管理運営に影響を及ぼす

場合に限る） 

○  

指定の取消し及び業務の停止により発

生する費用 
 ○ 

物 品 等 の 損 傷 等 

建物・設備の損傷による軽微な修繕 

（１件２０万円未満） 
 ○ 

建物・設備の損傷による修繕 

（１件２０万円以上） 
○  

備品、消耗品の盗難及び紛失  ○ 

損 害 賠 償 

建物・設備の瑕疵に起因するもの 

注）指定管理者による適正な保守点検の履

行を前提とする。 

○  

施設運営の過失に伴うもの  ○ 

そ の 他 

指定管理者の指定議案が議会で否決さ

れた場合、申請手続き等に要した費用 
 ○ 

その他 協議事項 

※ 本表に定める事項で疑義がある場合は、佐渡市と指定管理者が協議のうえ決定する。
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別表４ 備品等Ⅰ種（第 10条関係） 

種類 規格・構造 数量 備考 

食卓 ダイニング 5点セット ATLS120×75 ７台  

食器棚 幅 60×奥 40×高 200 １台  

キャビネット ＳＤ6355Ｇ １台  

案内板 コクヨ GB－64P－82－SAW １台  

冷蔵庫 シャープＳＪ－ＫＭ17（ＦＧ） １台  

石油ファンヒーター コロナＦＨ－Ｅ62Ｙ ２台  

ルームエアコン 日立 RAS-AJ28K 100V ２台  

洗濯機 
全自動洗濯機（8ｋｇ） 三菱ＭＡＷ

－Ｎ8ＹＰ（Ｗ） 
１台  

複写機 Canon PIXUS TR703 １台  

パーソナルコンピュー

ター 
HP 659R4PA#ABJ HP250 G8 Notebook P １台  

ウエブカメラ C930ER １台  

小型スピーカーフォン MM-MC28 １台  

プロジェクター EB-1785W １台  

遊具 室内用ぞうさん滑り台 木製 １台  

テレビ 37型 日立Ｐ３７－Ｈ０１ １台  

スクリーン コクヨＳＳＮ－ＡＧ４ＤＤＮ １台  

カメラ キャノン IXY200RE １台  

草刈機 共立ＳＲＥ２１０１Ｕ １台  

防犯カメラレコーダー 4HD AHD ﾚｺｰﾀﾞｰ ﾏｽﾌﾟﾛ ASMR65 １台  
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別表５ 備品等Ⅱ種（第 11条関係） 

種類 規格・構造 数量 備考 

   なし   
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別表６ 契約内容（第 13条関係） 

                                                             単位：円 

№ 契約内容 契約先 場所 契約期間 契約額 備考 

１ 緊急通報警備業務委託 新潟綜合警備保障㈱ 事務室・宿直室 
R８.４.１から 

R９.３.31まで 
１６，５００／月 

 

２ 消防用設備点検委託 ㈱金井電設 全館 
R８.４.１から 

R９.３.31まで 
１６０，３８０／年  

３ 除草作業委託 ㈳佐渡福祉会 あんずの家 敷地内 
R８.６.１から 

R８.10.31まで 
２０，８００／年  

４ 宿直業務委託 個人４名 全館 
R８.４.１から 

R９.３.31まで 
６，６５０／１回  

５ 日直業務委託 
㈳佐渡シルバー人材センタ

ー 
全館 

R８.４.１から 

R９.３.31まで 
６，６５０／１回  

６ 
コピープリンター複合機

リース 
佐渡精密㈱ 事務室 

R８.４.10から 

R９.４.９まで 
７，１５０／月  

７ 
社会福祉施設第三者評価

委託 
    ３年ごとに委託 

８ 建築物調査委託     ３年ごとに委託 
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